記入例

（様式第１号）
平成２４年１０月２６日
　京都府中小企業団体中央会
　 会　長　　渡邉　隆夫　様
　　　　　　　　　　　　　　　　事業者の名称及び住所　　　○○○○株式会社
京都市上京区下立売通新町西入藪ノ内町２１
代表する者の氏名、役名　代表取締役　　京都　太郎　　 eq \o\ac(○,印)
イノベーション促進雇用創出事業申請書
　下記のとおり、イノベーション促進雇用創出事業を受託したく関係書類を添えて申請します。
記
１．委託事業の目的　　　　市場開拓のための人材育成並びに競争力の向上
2． 委託金申請額　　　　　　金　（別紙２）の金額を記入　円
３．事業者等の概要　　　　（別紙１）事業実施計画書のとおり
４．委託事業の内容等　　　　（別紙１）事業実施計画書及び
　　　　　　　　　　　　　　（別紙２）経費内訳のとおり
（添付書類）

１．会社概要（概要がわかる会社案内、パンフレット等でも可）
２．商業登記簿謄本（3ヶ月以内に発行されたもの）
３．府税の納税証明書（滞納のないことを確認するものです。）
４．前事業年度の決算関係書類（貸借対照表・損益計算書、設立２年未満の企業は事業計画書・収支予算書）
５．当該事業年度の収支予算書及び事業計画書
記入例
（別紙１）

事 業 実 施 計 画 書
	1 事業の名称
	イノベーション促進雇用創出事業

	2　事業実施主体

の名称　
	(ふりがな)

　まるまるまるまるかぶしきがいしゃ
　○○○○株式会社
	代表者職･氏名
	　代表取締役　京都　太郎

	3 事業実施主体

の所在地
	〒602-8570
　京都市上京区下立売通新町西入藪ノ内町２１
TEL:075-414-4871　FAX:075-414-5092　e-mail:Kyoto@pref.lg.jp　

	4 事業実施主体

の概要

	業種
	金属製品化工業
	創業年月日
	昭和５０年

１月 １日

	
	会社の事業実施状況等
	創業当時より地元企業の協力工場として金属部品の加工を手掛け、その比率は売上全体の８０％に及んでいたが、近年、海外への製造移管が加速しているため、特定企業の依存度を減らすべく営業を展開していたところ、工具メーカーの金属加工を受注するに至り、現在は全受注量の約半数を賄うまでになった。又、特に需要の多い加工については、生産能力を増強すべく設備の増設を京都府に申請し、本年９月に設備導入を行なった。

	
	主な活動実績
	平成１０年９月に、京都府の技術開発研究委託事業によるアルミの硬質アルマイトに着手、地元企業へ供給。
平成１５年８月に、京都府の補助事業により「特定企業への依存性の高い受注体制の改革」をテーマに新たな分野への進出を試み、乾燥技術の手法の研究を行なった。

	
	会社概要
	社員
	２０人
	常時雇用する労働者
	２０人　　　　　　

	
	
	資本金
	20,000千円 
	年間売上高
	160,000千円

	
	
	主な取扱品目等
	金属部品、精密機械部品等の金属加工業

	
	担 当 者
	役職・氏名
	　工場長　京都　次郎

	
	
	連絡先
	〒602-8570
　京都市上京区下立売通新町西入藪ノ内町２１
TEL:　075-414-4871　FAX:　075-414-5092　　　　

e-mail:　 Kyoto@pref.lg.jp

	5 事業費(円)

＊詳細は経費明細表のとおり。
	事業に要する経費
	委託金額
	自己資金
	

	
	1,334,458円
	1,260,000円
	74,459円
	記入例②の場合


	6 事業実施場所
	〒602-8570　京都市上京区下立売通新町西入藪ノ内町２１
TEL:075-414-4871　FAX:075-414-5092　e-mail:Kyoto@pref.lg.jp

	7 事業の目的
	＊取り組もうとするイノベーションの内容等
　軽量高強度だが加工が難しい難削材加工方法は、弊社においては既に確立しているものの、こうした加工技術を持つ企業は弊社を含め府下には数社しかない状況である。

　こうした状況の中で、弊社においては、本年４月から工場長をリーダーとするプロジェクトチームを組織し、新規設備導入に掛かる検討会議を重ねており、その結果、受注ニーズが増加傾向であるチタン部門において、現在のチタン用マシニングセンタの台数を３倍に増やし、併せて重量物搬送用ホイストクレーン等を導入するなどを決定し、本年９月に設備導入を行なった。
　このような取り組みを進めたことにより、チタン処理部門による製品加工処理能力が高まり、また、既存事業の増加が見込めると共に大物品の受注ができる体制が整った。

　弊社においては、こうした設備導入を進める一方で、将来に向けて人材の育成が急務であると考えており、意欲のある将来性を有した人材を確保していきたいと考える。

	8 人材育成内容
	＊新たに雇用した者に対する人材育成・能力開発の内容について１ヶ月単位

で平成２５年３月までのスケジュールを記入。
１ヶ月目　　社内で使用する金属材料の基本的な特性、取扱方法についての説明を現場作業を通じて指導し、難削材の特徴、加工法を習得させる。

２ヶ月目　　第一段階でのレポートを作成させ、理解度と取り組み姿勢を把握した上で特定の現場で実際に単独作業をさせる。
３ヶ月目～４ヶ月目　工場内の各現場を経験させ、それぞれの特性、加工法を理解させる。

５ヶ月目　　工場内の各現場を経験させた後、工程管理、製品検査等の管理業務を習得させる。

６ヶ月目　　過去５ヶ月間の就業姿勢について指導者が雇用者に意見を述べ、又、雇用者からの感想を聞き、今後の取り組み方について方向性をきめていく。

	9 雇用形態等
	　・正規雇用
　・期間雇用：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

　　　　　　　正規雇用の可能性（　有　・　無　）

	10 その他

＊特記すべき事項があれば記載。

　　【雇用人数：　３人、雇用開始予定日：平成２４年１２月１日】
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